
１.学校施設長寿命化計画(改定)の背景・目的等【第１章】 

   
（１） 背景と目的　　　　　　　　　　　　　　計画書ｐ.１ 

本市では平成 28 年 3 月に「さくら市学校施設長寿命化計

画」を策定し、学校施設の老朽化対策や教育環境の向上を進

めてきました。しかし、近年の建設資材価格や労務単価の高

騰により改修費が当初想定を上回っているほか、計画策定か

ら約 10 年が経過しているため、施設の劣化状況の再把握や

ICT 環境整備、脱炭素化、児童生徒数減少への対応を踏まえ、

計画を改訂するものです。 

（２） 位置付け　　　　　　　　　　　　　　　計画書ｐ.１ 

本計画は、令和 6年策定の「さくら市教育大綱」などの教

育施策のほか、「さくら市地域防災計画」などの関連計画を十

分に考慮し、「さくら市公共施設等総合管理計画」の下位計画

である、学校施設に関する「個別施設計画」として位置づけ

るものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 計画期間　　　　　　　　　　　　　　　計画書ｐ.２ 

令和 8（2026）年から令和 48（2066）年の 40年間の長期方

針を策定することとし、社会情勢や教育環境の変化等に応

じ、原則として 10 年を目安にフォローアップすることとし

ます。 

（４） 対象施設　　　　　　　　　　　　　　　計画書ｐ.２ 

対象施設は市内の小学校・中学校の校舎、屋内運動場、プ

ール管理棟、格技場（武道場）、弓道場、学校給食センター、

適応支援教室とし、倉庫や外部トイレ等の小規模な建物は対

象外とします。 

（１） これまでの実績　　　　　　　　　　　計画書ｐ.３６ 

本計画の策定以降、学校施設の適正配置及び教育環境の向

上を図るため、下記の基幹的な工事加え、空調・照明改修や

突発的な不具合等に対する、維持・修繕工事を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 今後の課題　　　　　　　　　　　　　計画書ｐ.３７ 

①  安全確保と老朽化対策の推進 

②  防災拠点としての機能強化と避難環境の改善 

③  教育環境の現代化と多様な社会要請への適合 

④  財政構造の改善と建設コスト増大への対応 

⑤  人口変動に合わせた施設配置と有効活用の最適化 

（３） 目指すべき姿　　　　　　　　　　　　計画書ｐ.３８ 

上位計画の指針と本市の課題を整合させ、次世代を担う子

供たちが安全かつ豊かに学べる環境を持続的に提供するた

め、以下の 3つの姿を目指します。 

３.学校施設の目指すべき姿【第３章】 

 

守る 

◆適切な点検と計画的な改修・修繕サイクルを確率し、施設の安全な維

持管理に努めます。 

◆耐震化の継続や老朽化対策を徹底し、子供たちと地域住民にとって

「常に安全で信頼できる拠点」となる学校づくりを目指します。 
 
高める 

◆ユニバーサルデザインを取り入れたバリアフリー化を推進するとと

もに、多様な学習形態に対応した柔軟な施設整備を図ります。 

◆校務 DX による働き方改革や空調・トイレの適切な更新を合わせ、誰

もが自分らしく学びに専念できる「時代に即した教育環境」を目指し

ます。 
 
つなぐ 

◆「予防保全による長寿命化」と「人口動態に合わせた施設の適正配置」

を一体的に推進します。 

◆断熱化や設備の省エネ対策により地球環境にも配慮した、無理のな

い効率的な運用を図ることで、将来の財政負担を抑えつつ、地域コミ

ュニティの核として価値を次世代へ引き継ぐ学校を目指します。

２.学校施設の現状【第２章】 

 
（１） 学校施設の運営状況・活用状況等の実態　　　　　　　　　　　　計画書ｐ.４ 

本市が保有する建築物系の公共施設は全 152 施設、総延床面積は約 166.3 千㎡に及

び、「学校教育系施設」が全体の 37.4％と最大を占めます。本計画では、これらのうち

学校施設 45 棟（延床面積約 6.6 万㎡）を対象とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 学校施設の老朽化状況の実態調査　　　　　　　　　　　　　　　計画書ｐ.７ 

学校施設を構造躯体の健全性と躯体以外の劣化状況の 2つの観点から調査を実施し、

長寿命化改修に適するか否かの判定を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 劣化度調査総評　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計画書ｐ.１８ 

今回の構造躯体の調査結果では、すべての小中学校施設は健全であり長寿命化が可

能であることが確認されました。構造躯体以外の部分では、一部施設に劣化の著しい箇

所が見受けられるため、経過を確認し、修繕をしていく必要があります。
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　　　　　　　　　　　　　　       　　〈R8.3 計画策定時点〉 

 施設区分 学校数 施設数

 小学校 6校 28 棟

 中学校 2校 15 棟

 給食センター 1施設 １棟

 適応支援教室 1施設 １棟

 計 8校及び 2施設 45 棟

築年別整備状況〈令和 8年 3月 計画策定時点〉

旧耐震基準（昭和

56 年以前）が 13 棟、

新耐震基準（昭和 57

年以降）が32棟です。 

対象施設の 78%は築

30 年以上が経過して

おり、老朽化への対

応が喫緊の課題とな

っています。

構造躯体の長寿命化判定フロー　　　　　　　　　　躯体以外の劣化状況判定

今回調査ではコア抜き試験を実施し、 
圧縮強度、中性化状況を確認しました。

屋上及び屋根、外壁、内部仕上げについては目視状況により、

電気、機械設備については部位の全面的な改修年からの経過

年数を基本に A,B,C,D の 4 段階で評価しました。 
※下記表は劣化状況評価点が 70 点を下回る建物を抜粋

（㎡）
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６. 長寿命化の実施計画【第６章】 

 

７. 長寿命化計画の継続的運用の方針【第７章】 

 

４. 学校施設の長寿命化計画の基本方針【第４章】 

C

C

基本方針１　「事後保全」から「予防保全」への転換 

従来の「壊れてから直す（事後保全）」から、「壊れる前に計画的に直す（予防保全）」へ管

理手法を転換します。 

◆定期的な点検・診断データを蓄積し、修繕の最適時期を把握することで、建物の致命的な損

傷を防ぎます。 

◆部位ごとにまとめた効率的な改修を実施し、トータルメンテナンスコストの削減を図ります。 
基本方針２　教育環境の質的向上と社会要請への対応 

単なる老朽化対策に留まらず、現代の教育ニーズや社会要請に応える機能を備えます。 

◆非構造部材の耐震化を推進し、地域避難所としての機能を強化します。 

◆断熱化や省エネ設備の導入により、脱炭素社会の構築に貢献します。 

◆ユニバーサルデザイン化を推進します。 
基本方針３　施設規模の適正化と効率的な運営 

◆将来の児童生徒数を見据え、将来世代に負担を残さない体制を構築します。 

◆人口動態に合わせた適正配置や、多機能化・複合化を視野に入れた施設整備を検討します。 

◆PFI/PPP 手法の検討や国庫補助金の積極的な活用により、財政負担の平準化を図ります。

施設面での効果 

◆安全・安心の確保・・・経年劣化により老朽化する施設について、「予防保全型」の管理

に変換し、20 年ごとに計画的な改修工事を実施することにより、機能・性能の維持向上

が図れ、児童生徒のより高い安全・安心を確保することができます。 

◆社会情勢に応じた改修・・・計画的な改修によって、学習内容や学習形態、生活様式の変

化、バリアフリー化、防災機能強化等の対応を柔軟に行うことができます。 

コスト面での効果 

◆将来的なコストの削減・・・施設の長寿命化を行うことによって毎年度の負担を軽減す

るとともに、計画的な改修・修繕によって予算の平準化が可能となり、必要財源の高騰

を最小限にできます。 

◆修繕費用の抑制・・・「予防保全型」の管理によって、突発的に修繕が必要となる案件が

減少し、修繕費用を抑制することが期待できます。 

その他の効果 

◆長寿命化により、資産としての価値を高めることが可能・・・適切な改修が行われるこ

とで、施設の性能水準を保つことができ、資産として価値が高い施設となり得ます。

（１） 情報基盤の整備と活用　　　　計画書ｐ.５１ 

本計画を推進する上では、学校施設における情報

の蓄積が重要となります。 

このため、学校施設の施設基本情報や工事情報な

ど毎年度更新しながら、予防保全型コスト算定や継

続的な施設管理に活用できるよう、一元管理の仕組

みについて検討します。 

（２） 推進体制の整備　　　　　　　計画書ｐ.５１ 

公共施設等総合管理計画の基準・方針を堅持し、

学校現場と学校教育課、さらには都市整備課や財政

課との連携を一層強化します。 

（３） 財源の確保　　　　　　　　　計画書ｐ.５２ 

安全・安心で快適な教育環境の維持に向け、国の

補助や地方債を活用し財政負担を軽減するととも

に、劣化状況や活用実態を継続的に把握・評価し、

保全計画の見直しと確実な改修に取り組みます。 

（４） フォローアップ　　　　　　　計画書ｐ.５２ 

学校施設整備を進めていくためには、PDCA サイ

クルを確立することが重要です。 

計画（P）：施設の現状を把握した上で、それを 

踏まえた実施計画を策定（10 年間） 

実施（D）：実施計画に基づいた改修等の実施 

評価（C）：実施効果を検証し、改善点の整理 

改善（A）：次期実施計画に反映 

 

 

 

 

 

 

 

＜フォローアップの実施方針（イメージ）＞ 
 

本計画は、学校施設改修等の優先順位を設定する

ものであり、実施にあたっては、市全体の財政計画

の中で、実施年度及び事業費を精査するものとしま

す。また、事業の進捗状況・点検等結果を反映し、

社会情勢や財政面を踏まえた上で、必要に応じて見

直しを図るものとします。

（１） 改修等の整備水準・維持管理の項目・手法等　　　　　　　計画書ｐ.４３ 

５. 基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等【第５章】 

 

（１） 学校施設の長寿命化計画の基本方針　　　　　　　　　　　計画書ｐ.３９ 

目指すべき姿を実現するため、以下の 3つの基本方針を定めます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２） 学校施設の規模・配置計画等の方針　　　　　　　　　　　計画書ｐ.４０ 

長寿命化改修の実施は、20年先までの児童生徒数の推計を精査し、将来的な機

能集約（統廃合）の可能性を考慮した優先順位の設定を行い、重点的に維持すべ

き校舎へ資産を集中させます。 

（３） 改修等の長寿命化の方針　　　　　　　　　　　　　　　　計画書ｐ.４１ 

建て替えまでの目標耐用年数を約 80年とし、築 20 年で計画保全を行い、築 40

年で長寿命化改修を行うことを基本的な方針とします。

（１） 長寿命化のコスト見通しと効果　　　　　　　　　　　計画書ｐ.４６ 

従来型の「事後保全型」で整備を続けた場合、40 年間の維持・更新コスト

は484億円、年平均12.1億円と試算され過去5年間分の施設関連経費の約2.4

倍となります。また、今後 10 年間の施設関連経費は 30.6 億円と試算され、

対応策を検討する必要があります。 

平準化した長寿命化型の維持・更新コスト（目標使用年数：90 年） 

 

 

 

 

 

 

 

平準化した長寿命化型の維持・更新コスト（目標使用年数：90 年）で試算

した場合、40 年間の維持・更新・コストは総額 300 億円、年平均 7.5 億円と

なり、従来型と比較して約 38％縮減が可能となり、国庫補助金等歳入財源を

考慮した実行性のあるものとなりました。 

40 年間の維持・更新コスト比較（シミュレーション結果） 

 

●「年次計画」の策定と柔軟な運用 

本試算を基本とし、財政状況や学校間の均衡を考慮した具体的な「年次計

画」を別に定めます。なお、本計画は固定的なものではなく、状況に応じて柔

軟に見直しを行います。 

（２） 従来型と長寿命型コスト比較の総評　　　　　　　　　計画書ｐ.４９ 

 

 更新タイプ 40 年間総額 年平均コスト 従来型との比較

 ① 従来型（事後保全） 484 億円 12.1 億円 基準

 ② 長寿命化型（80 年・平準化） 438 億円 10.9 億円 約  9% 縮減

 ③ 長寿命化型（90 年・平準化） 300 億円 7.5 億円 約 38% 縮減
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1. 改修等の水準 

学校施設の老朽

化に対して、どのよ

うに長寿命化改良

工事を実施してい

くか、検討します。 

 

2. 維持管理 

維持管理を日常

的・定期的に行うこ

とで、異変の早期発

見や建物の劣化状

況の把握につなが

り、施設の機能を良

好に保つことがで

きます。
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